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《研究ノート》
小規模町村の現状と地方自治
一広島県，岡山県下町村
　　の事例から学ぶもの一
坂 本 忠 次
はじめに
　欧米諸国では，歴史的に地方自治は民主主面の学校（aschool　of
democracy）といわれ，また，ジョン・スチュアート・ミル（Mill，　John
Stuart　1806－73）やアレキシス・トクビル　（Tocqueville　Charles　Alexis
Henri　Maurice　C16rel　de　1805－59）のように，地方自治と民主主義の関係に深
い考慮を払った学者は多数存在してきた。また，「スモール・イズ・ビュー
ティフル」という言葉やこういつたタイトルの経済経営学の書物も，欧米で
はいくつか出版されている通り，欧米の地方自治や経済活動において小規模
自治体の役割（ないしは小規模経済単位）がなおきわめて大きいものがある
といわれているω。学校教育の現場でも，わが国の小学校において40人学級
はほぼ実現したが，35人学級についてはなお教育現場からの強い要求にもか
かわらず成立していないのが現状である。逆にわが国の地方自治の現場で
は，戦後地方自治法施行後40年余をへた今日もなお，　「大は小をかねる」と
（1）例えば，E，　F，　Schumacher，　Smalt∬3　Beauti／ul　Economi‘s　as
　Mattered，　Harper　＆　Row，　Publishers，　1973
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いう戦時中以来の思想が経済界や地方議員・自治体当局者の一部にさえなお
根強くみられるのである。
　このことは，経済学における「効率」（an　efficency）や「規模の経済」
（an　economy　of　scale　merit）の概念が，わが国の地方自治の現場になおい
くらか影響を与えているものと考えられなくもない。周知の通り戦後1949
（昭和24）年に来日したシャウブ使節団の勧告とこれに基づく地方行政調査
　　　　　　　　　　　　かんべ委員会議の勧告（いわゆる神戸勧告）では，国，都道府県，市町村間の事務
配分の一般原則として，（1）行政責任明確化の原則，（2）能率の原則，（3）地方団
体優先および市町村優先の原則，をかかげたのであるが，その後，わが国の
地方行政においては，特にこのうち（2）の原則が優先され，それが市町村合併
促進の理論的根拠の一つとされてきたのであった。しかも，すでに前稿でも
指摘してきたが，昨年（1989）12月20日政府に報告された臨時行政改革推進
審議会（通称「新行革審」）の「国と地方の関係等に関する答申」をみても，
“広域行政への対応”を旗じるしに「市町村合併の推進」のための「関係市
町村の合意形成」に向けて都道府県が一定の役割を果たす必要を述べると共
に「広域化」に向けての小規模町村の在り方についていくつかの検討の必要
を提案しているのである②。
　一方，1989（平成元）年12月6日の地方制度調査会の「小規模町村のあり
方についての答申」をみても，一面では小規模町村の地域振興には「自助努
力に基づく地域の特性に応じた創造的な施策の展開が特に重要である」とし
ながらも，一面では「広域行政体制の整備のため，ア．一部事務組合制度の
複合化．イ．複合事務組合制度の整備，ウ．「ふるさと市町村圏」施策の推
進，とあわせて「小規模町村の合併」のための措置を講ずべきことを述べて
（2）この点については，拙稿「広域行政と地方自治・再論一最近の広域行政論にみる
　2，3の問題点一」r岡山大学経済学会雑誌』第21巻第3号，1989年11月。同「90年代
　の地方自治一分権化と自治能力の向上にむけて」r地方財務』Nα427，ぎょうせい，
　1990年。同「行財政改革への課題と答申」r地方財務』Na429，1990年，などを参照。
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いる。この場合の措置として同調査会は，ア．現行の合併特例法の見直し，
イ．地域特例法の特例措置の整備，などを提案している。
　これらの答申（3）は，小規模町村が今日，過疎地の地域振興において大きな
役割を果たしている事実を充分評価したものとなっていないとも考えられる
ことである。周知の通り，現在，わが国の地方自治体においては，府県・市
町村を問わず，町おこし・村おこしといった，いわば「自治体間競争」，「地
域間競争」の花ざかりの時代を迎えているのである。これらの町おこし，村
おこしの中には，単にイベント主義に終わり，地域の産業政策・雇用の場の
確保，地域の歴史文化に根ざすことの少ない，いわば「底の浅い」町おこし
のケースもないとはいえないが，各自治体が地域活性化に向け自治体職員と
住民が一体となって町づくりのアイデアを競い合う努力は，それなりに前向
きに評価しておいてよい試みとも思われるのである。
　このような府県間・市町村問の開発競争の例にみられるいわゆる「地域間
競争」を通じて一部には，住民及び自治体職員などの地域を守る主体的な自
覚と努力への高まりが面々にではあるがみられつつあるといえる。しかし，
先の臨時行政改革推進審議会一さらには地方制度調査会一の答申におい
ては，結局は，わが国の明治以来伝統的な市町村合併（さらには府県連合制
から道州制へ）に帰結していく提案となっていることが注意されねばならな
いのである。
　そこで，：本稿では，中国山地周辺の過疎の町村の町村経営，財政と町おこ
し，村おこしの現状について，広島県甲奴郡総領町の事例，さらに岡山県中
北部中山間地帯に位置する岡山県真庭郡新庄村，阿哲郡大佐町，久米郡久米
南町の三つの町村の行財政現状について述べ，過疎地の小規模町村がかかえ
る行財政の問題点とそこにおけるユニークな自治振興への努力と役割にふれ
てみたいと思う（4）。
（3）例えばr地方財務』1990年2月号，ぎょうせい，の新行革審特集参照。
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1．総領町と逆手塾の役割
　小規模でも自治・財政面において活躍している基礎的自治体としての町村
の事例については，全国の過疎町村などでいくつかみられる。同様に小規模
学校で立派に教育効果を上げている事例も多数みられる．例えば，これを最
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　さかて近の西日本の中国山地の町村の例についてみると，過疎を逆手にとる会をつ
くり全国の過疎地市町村と交流している人口二千人余の広島県総領町や鉄鉱
山の歴史の復興で知られる同じく人口三千人に満たない島根県吉田村などが
注目を集めている。
　これらの小規模な町村の中にも，歴史的には，明治市制町村制成立期
（1888年）や戦後1955年前後などいくつかの市町村合併の経験を持ってきた
ものもある。しかし，特に戦後1950年代の高度経済成長期を終え1970年代の
低経済成長時代をへる中で，町おこしや村おこしなどを通じて小規模町村を
ずっと維持して今日に至っていることも事実であろう。
　そこで，これをまず広島県の総領町をめぐる最近の動きを例にとってみよ
う⑤。すでに，町おこし，村おこしのモデルの一つとして全国に知られるに
至った総領町は，広島県甲奴郡に位置している。同町の役場は，総領町大字
下領家にあり，中国地方の地形上からみていわば“西日本のヘソ”ともいわ
れている。中国山脈の南側地帯に属し，標高は230m～700mで町西部より東
部に向いて漸次高度を増す山地に周囲を囲まれた山峡の町である。総面積
70．14k㎡，林野率86．4％，農用地3．52k㎡（全面積の5％），人口2，264人
（1985年立調）の小規模町村である（6）。
（4）本稿は，第1章の総領町の部分を除いてr月刊自治研』Vol，32，Na365，1990年掲載の
　拙稿「小規模町村の現状一小規模でも活躍する岡山県下町村の事例一」を骨格とし
　これを若干修正し再論したものであることをお断りしておきたい。
（5）総領町の町おこしをめぐっては，指田志恵子r過疎を逆手にとる』あけび書房，
．　1984年，過疎を逆手にとる飾編rまちが輝く一逆手流まちづくり作法一』第一法規
　出版，1987年。
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　この町ゐ沿革をみると，1868年の明治維新以前は，黒目，亀谷，五箇，上
領家，中領家，下領家の6力村が天領地であった。稲草，木屋の二村が三原
藩に属していた。1871（明治5）年の廃藩置県で前6力村は倉敷県管轄，
1876（明治9）年広島県管轄となった。また後2村も1876年広島県管轄と
なった。その後1912（明治45）年1月1日下領家・二二・木屋の三村が合併
して田総村に，1913（大正2）年2月1日黒目・亀谷・五箇・上領家・中領
家の5力村が合併して領家村となった。戦後1955（昭和30）年3月31日田総
村と領家村の合併により総領町ができたのであるの。（図1参照）。
図1　総領町の沿革図
　　　　　　　　　　黒亀五上中下稲木　　　　　　　　　　圏谷補導丁零草屋
　　　　　　　　　　村　　村　　村　　　村　　村　　村　　　村　　村
1868（明治維新）前　　　　　　　　（天　　領　　地）　　　　　　　（三原藩）
1871（明治・）・・・・・…県（上甑轄187！・（明治1）年広島購・なる）（繊
1884（明治17）年官選戸長
1889（明治22）年町村制
1912（明治45）年1月1日
1913（大正2）年2月1日
（五か村組合戸長村役場五箇村）
　　コ（五か村組合）
儲響）
　　　，　）
（三か村組合戸長役場稲草月）
　　　ロ　　　　　　　　　エ　　（三か村組合）
Gか繍）
1955（昭和30）年3月31日（合併）
注）総領町役場町勢要覧による．
総領町
（6）総領町町勢要覧，による
（7）同上資料。
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　総領町の人口の変化をみよう。表1は，1955年以降の国調人口をみたもの
である。みられるとおり1955年に5226人だった同町の人口は，1965年で
3738人で71．5％，1975年で2677人，51．2％と20年間に約半分に減少した。そ
うして1985年には，2264人と43．3％に減少し，過疎化が激しく進んでいるこ
とが分かるのである。なお，1985の世帯数765人，一世帯当たり世帯人員は，
296人，高齢人口も26％（1986年3月）に達している。
　図2は，これを図示したものであり，世帯数も1985年で765世帯と1955年
時点の74．2％に減少したことが注意される。
　表1　総領町の人口の推移　　　　　　　　　　　　　　（単位：人．世帯．歳）
　　　　年次
謨ｪ 1955 1960 19651970 1975 1980 1985
人　　口 5，226i100）
4，589
i87、8）
3，738
i71．5）
3，002
i57，4）
2，677
i51．2）
2，402
i46．0）
2，264
i43．3）
世帯数 1，031i100） 　　　999i96．9） 　　　915i88．7） 　　847i82．2） 　　　836i81．1） 　　　796i77．2） 　　　765i74．2）
平均年齢 31 31 36 41 44 47 49
注）『国勢調査』による．総領町役場資料より．
　　　図2　総領町の人口と世帯数の推移
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　つぎに，産業別の入口では，表2にみる通り，1965～1985年の20年間に第
一次産業人口が1462人（人口全体の68．3％）から546人（同39．1％）に減少
し，第二次産業は235人（同11．0％）から459人（同32．9％），第三次産業人口
は444人（同20．7％）から392人（同28．0％）へと増えている。
　総領町の農家戸数は，1980年で総戸数573戸，うち専業農家130戸，第一種
兼業86戸，第二種兼業357戸となっている（表3参照）。1980年の経営規模別
農家戸数をみると0．5ha未満287戸，　O，5～1．Oha　230戸，1．0～1．5ha43戸，
1．5～2．Oha　6戸，2．Oha以上7戸，1戸当たり経営耕地面積55．1aとなって
おり，零細経営規模農家であることに変わりはない（表4参照）。
　表2　総領町の産業別人口　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）
　　　　　　　年　次
諱@分 1965 19701975 1980 1985
第一次産業 1，462i68．3）
1，123
i58．7）
　　776
i46．0）
　　　582
i39．1）
　　　546
i39．1）
第二次産業 　　　235iU．0）
　　367
i19．2）
　　468
i27．7）
　　　500
i33．6）
　　　459
i32．9）
第三次産業 　　　444i20．7） 　　424i22．1）
　　444
i26．3）
　　407
i27．3）
　　392
i28．0）
合　　　計 2，141i100）
Lg14
i100）
1，688
i100）
1，489
i100）
1，397
i100）
注）『国勢調査』によるもの．同町役場ダム対策室（企画）資料による．
表3　農家戸数の推移 （単位：戸）
専　　業　　別　　内　　訳　　区分
N度
総　戸　数
専　業 第一種兼業 第二種兼業
1960年 799 126 373 300
1965年 728 145 282 301
1970年 668 123 212 333
1975年 614 84 145 385
1980年 ．573 130 86 357
注）出典は表3に同じ．
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表4　経営規模農家戸数の推移 （単位：戸，ha，　a）
経　　営　　規　　模　　別　　内　　訳　　　区分
N度
0．5ha
@未満
0．5～
P．Oha
！．0～
P．5ha
1．5～
Q．Oha
2．Oha
@以上
1戸当り
o営耕地
ﾊ　　積
1960年 350 369 78 1 1 58．1
1965年 290 331 99 6 2 62．0
1970年 260 298 95 11 4 64．8
1975年 311 246 46 6 5 55．9
1980年 287 230 43 6 7 55．1
注）出典は表3に同じ．
　総領町の特産品としては，こんにゃく，しいたけがあり，また総領町山菜
加工センターを通じて山菜の加工も行っている。
　総領町の財政状況をみると，表5のとおりである。町歳入のうち自主財源
としての町税は1988年度約1億772万円で歳入総額の約6．4％と1割に満たな
い。これに対し，地方交付税は48．3％と5割近く，国県支出金も20．5％と2
割を占める。町債は16．3％と10％台を占めている。
　一方総領町の歳出のうち性質別でみると，義務的経費の割合が1980年度の
29．7％が1984年度37．4％，1986年度38．2％，1988年度36．7％と高まる傾向に
ある。これに比し投資的経費の割合は同年度でそれぞれ55．3％，46．9％，
46．2％，41．7％と漸減する傾向にある。財政歳出中の投資的経費（普通建設
事業費ほか）の割合が削減しているのである。
　総領町の1988年度の経常収支比率は80．4％とかなり高く，財政の硬直化を
示している。公債費比率も12．6％と相対的に高くなっている。積立金現在高
　　　　　　　　　　　“
2億2，159万円，地方債現在高は20億8，405万円と20億円を超えたのである。
財政力指数0．136である。
　過疎の山村の町総領町のいま一つの大きな問題は，この町の一部がダム建
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は　じ設計画（灰塚ダム）によって湖底に沈むことである。すでに1974年土師ダム
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表5　総領町の財政の状況 （単位，1000円，％）
区　　　　分 1980年度構成比 1982年度構成比 1984年度構成比 1986年度構成比 1988年度構成比
歳　　　入 1β90，992100 1，369，336100 1β92，109100 1，642，618100 1，674，520100
町　　　　　　税 66β454．7 80，8485．9 92，4786．6 103，3976．3 107，7186．4
地　方　交　付　税 503，7536．2 569，1541．6 594，19942．7 678，73141．3 809，11848．3
国　県　支　出　金 400，75528．8 382，0527．9 316，18922．7 442，10926．9 343，60820．5
町　　　　　　債 276，90019．9 207，10015．1 263，50018．9 229，40013．9 273，30016．3
そ　　　の　　　他 143，23910．3 130，1829．5 125，7439．0 188，981 L5 140，7768．4
歳　　　出 1，330，730100 1，287，342100 1，313，646100 1，559，841100 1，568，421 00
i義　務　的　経　費 395，24329．7 485，87037．7 490，6937．4 595，92038．2「、574，84236．7
投　資　的　経　費 736β8255．3 594，81946．2 616，07246．9 720，09246．2 654，3774L7
そ　　　の　　　他 199，10515．0 206，65316．1 206，8815．7 243，82915．6 339，2021．6
歳入歳出差引額（A） 60，262 8L994 78，463 82，777 106，099
翌年度繰越分充当財
ｹ　　　　　　（B） 25，628
0 0 556 4L496
実質収支（A）一（B） 34，634 81，994 78，463 82，221 64，603
経常収支比率 77．5 80．7 84．4 84．6 80．4
人件費経常収支比率 43．0 39．1 39．1 36．5 31．4
公　債　費　比　率 8．7 12．7 14．8 14．9 12．6
積立金現在高 114，750 60，152 121，459 108，056 221，593
地方債現在高 1，072，537 1，365，499 L726，028 1，890，768 2，084，048
財　政　力　指　数 0，136 0，137 0，146 0，145 0，136
注）総領町役場資料による．
????????????????
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の建設が行われているが，この町に関連する灰塚ダム建設の調査は1984（昭
和59）年から始められ，町の企画課はすでにダム対策室の名前に変えられ．
町を挙げてのダム対策・企画への取り組みが行われているのである（8）。
　このような，総領町の過疎をとりまく様々な厳しい現状の中で，同町で
は，1976年頃から教育委員会の社会教育担当の和田芳治らを中心に〈県北や
まびこ＞10周年を記念してr私の恋文』という町づくりのミニコミ誌をつく
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　さかてり始めた。1982年4月23日の「過疎を逆手にとる会」を結成，この会を「一
年間は総領町が責任を持つ」（9）こととした。1983年3月，その年度内に〈’82
逆手塾・過疎の時代を拓く〉という“全国大会”を開催した。総領町，リー
ダーバンク（安藤周治，和田芳治ほか），総領町青年会，総領町商工会，総領
町育農クラブも主催者となり協力，大会には東京，大阪，横浜，福岡，千葉
など全国から延べ200人が集まった（lo）。
　このようにして始まった「過疎を逆手にとる会」を中心とした町おこしの
特徴となる点をみると，
　第1に，日本の高度経済成長政策のもとで日本の歴史と伝統をはぐくんで
きた国土をすっかり荒廃させ人心もすさむ中で「古里の復興」をかかげる精
神運動，文化運動として出発していること，
　第2に，中学校の廃校を本格的に改造してく山村と都市を結ぶ拠点〉とし
ての宿泊・研修・会合の場所（ふるさとセンター総領）として再生させたこ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　こう（8）前掲，指田，72頁。同町のダム問題は1966年，江の川の洪水調整を中心目的として建
　設計画が明らかにされ，すでに24年を経過している。特に1972の豪雨後の災害復旧工事
　が行われた地域と，ダムによる水没予定地だから放置されたままの地域の「行政差別」
　に悩み，副ダム案（小規模の多数ダム構想により同町への常時貯水空間としての人造湖
　をつくる案）で同町は対応することとした。これには，津田修一広島大学教授，高橋裕
　東京大学教授など学者グループからの提言に示唆を得たものである。ダム問題も「逆手
　にとって」町おこしのバネにできると逆手塾の人たちからは考えられている。
（9）指田，前掲書，273頁。なお安藤周治「過疎を逆手にとる」『住民と自治』自治体問題
　研究所，1983年8月号も参照。
（10）指田，前掲書，274頁以下。
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　　　　　　　　みよしと，高校の分校（三次高校作木分校，庄原実業高校比和分校）廃止問題にか
かわる住民運動に取り組み，行政による上からの「山村開発センター」に反
対したこと，
　第3に，町おこしを単なる「地域主義」に終わらせず，大都市や全国に開
かれたものとし，永六輔など文化人との交流を通じてピアノの寄贈など応援
をかち得たこと，中国山脈の廃屋に都市の文化人を呼んできたこと（11），
　第4に，村おこしを“遊び”の心を通じてリーダー達の連帯の場としてい
ること，
　第5に，老人をまちづくりの主役とし，老人パワーを活用しているこ
と（12），などの諸点に見出せる。
　しかし，この町の振興にも問題点がないわけではない。その①は，まちづ
くりのリーダーが，なお町職員及び町民の一部にしか浸透していないとみら
れることであり，町民全体の“危機意識”は和田氏らも指摘される通り未だ
十分熟していないこと，その②は，まちおこしが，山菜加工センターの建設
などには進んだもののそれ以上の町の再生産の確立といった農業以外の生産
計画の確立へと進んでいないとみられることであろう。もち論町民の中に
は，この山村の農業をどうするか，真剣に考えるグループも認められるので
はあるが一。
　しかし，総領町を中心とした「過疎を逆手にとる会」が町づくりにおける
発想の転換において，隣の上下町，東城町など周辺町村はじめ中国山間地の
岡山県下の市町村（県北の新見市，久米南町ほか）にも大きな影響を与え，
また，村おこしのリーダー育成にも大きな貢献をしていることを評価してお
かないわけにはゆかない。
（11）宮本憲一氏は，内発的発展の事例として「過疎を逆手にとる会」の10訓の「大都市と
　ジョイントする」という項目を評価している。例えば同氏r環境経済学』岩波書店，
　1989年，297頁。
（12）指田，前掲書，第8章参照。
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　ダム問題が大きな解決課題として残されてはいるが，この町の自治の将来
を短期的かつ長期的視点において，見守ってゆきたいと思われる。つぎに岡
山県下の小規模町村の二，三の事例についてみておこう。
2．新庄村の村づくりと振興方向
　a．一度も合併しない村
　岡山県の西北部中国山地の一角に位する新庄村は，1985（昭和60）年10月
1日の国調人口1，272人と岡山県下では五，六番目に人口規模の小さい村で
ある。村の峠まで上がると夏にも残雪をかかえ，男性的な山として知られる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「b
大山を望むことができ，東には，中国山地のリゾート地の一つとして嘱望さ
　　　　ひるせんれている蒜山高原がある。同村はこれに接する山村である。65歳以上の人口
21．9％（1985年）と高齢化率も20％を超えている。
　新庄村が，小規模町村として注目できるのは，江戸時代の旧村以来村名は
新庄村であり，明治初期の1872（明治5）年8月17日，向村奥分奥構，奥分
下構，町分上畳，畝分町構，町分下構の五力構を統合して新庄村になってか
らは，市制町村制成立期（1888年），戦後1950年代の市町村合併期にも一度も
合併せず今日に至っている村だからである。県南部にもこういった村（例え
ば1971〔昭和46〕年倉敷市に編入された都窪郡庄村）も残されていたが，い
ずれも，高度成長・地域開発期に開発をめぐる様々な利害のもとで他都市に
編入されている。岡山県下では，明治市制町村制公布以来一度も合併を経験
しない村は，1990年3月現在都窪郡の山手村，清音村など二～三を数えるの
みとなっている。
　標高1，000メートル級の三陵をもって鳥取県と接するこの村は，歴史的に
は宿場町として栄えた村で，今も村役場に近く村のシンボルともなっている
　　　　　　　　　　　　　　　かなめ桜並木のある街道は，出雲往来の要であり，山陰地方の大名達の参勤交代
の際宿場として利用された。桜並木の通りに本陣のほか脇本陣の旧家も残さ
一118一
小規模町村の現状と地方自治　119
れ，往時の面影をしのばせている。産業で
は総就業人口779人のうち第一次産業が
38．8％（1985年）と四割近くを占め農業中
心の村である（13＞。
　高度成長期に，過疎化の波はこの村にも
例外なく押し寄せた。国調人口では，
1960（明治35）年の人口1，968人（世帯数
431）が，ダム工事による一時的な人口増
加もあったが1985（昭和60）年には1，272
人（世帯数410）と約65％にまで減少した
（表6参照）。25年間に約3割5分の人口
表6　新庄村の人口
年 次
1960（昭和35）
1965　（　”　40）
1970　（　，，　45）
1975　（　’ノ　50）
1980　（　，1　55）
1985　（　”　60）
1990（平成2）
人口（世帯数）
1968人（431）
1708　（411）
1404　（374）
1280　（363）
1357　（503）
1272　（410）
1236　（374）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注）1．1960～85年は10月1日国
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　勢調査人口．2．1990年は1月
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1日住民登録人口．3．1980年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　はダム工事により一時的に増加
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　した．
減少であるが，近年人口減少率は停滞してきている。このことは，この村が
新たな村おこし・活性化に向けて様々な村勢振興への努力を村長・役場職員
をはじめ各種住民団体・村民上げて行ってきていることとも関係している。
　b．福祉・教育の村
　全国で新庄と名のつく市町村は，三つある。山形県の新庄市，奈良県の新
庄町と岡山県の新庄村の三つである。上の二字が同一地名ということで，互
いに姉妹都市縁組みを結びスポーツ交流，産業視察その他の人的交流を行い
町おこ’しの情報交換を行っている。
　この村が全国的に有名なのは，社会福祉を早くから充実させたことに始
まっていた。1956（昭和31）年全国で二番目，岡山県下では最：初に敬老年金
制度を導入し，さらに村民の福祉，教育施設の拡充を続けた（1牝その財源と
なったのが，同村における林業の育成であった。林野率94％といわれる新庄
（13）新庄村役場資料による。
（14）この点は，r岡山県大百科辞典』上，山陽新聞社，の新庄村の項も参照。
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村の歴史は，永年にわたる植林の歴史でもあった。山林入会権問題が明治当
初からいくつかみられ「山論」もあったが，これを円満に解決した。この一
　　　　　　　　　　　　　　　かんな帯の山ではたたら製鉄が行われ，鉄底流しで山は荒れていたが，1899（明治
32）年以来造林を行い，森林育成による村有林の形成を通じて村の歳入のか
なりの部分（一時は最高四割）をこれからの収入に依存し福祉，教育行政の
財源とすることができた。しかし，その後，輸入材の増加，木材価格の変動
等もあり，間伐材を中心に村有林を維持する程度に止まっている。岐阜市に
本社のある民間会社も，古くから植林の活動をしている。
　c．メルヘンの息づくりと地域振興
　過疎化の進行する中，1980年代から農林畜産業の不振，工場誘致や観光・
レクリエーション開発の困難性がみられ産業の不振が続いた。村の出生数は
年間二～三人という極限状態に陥っていた。こういつた村政の混迷を克服す
るため1982（昭和57）年末岡山大学農学部などに村の振興方向について調査
研究を依頼し83（昭和58）年7月，「新庄村振興と総合運動公園構想」＝「メ
ルヘンの里・新庄」構想を策定した（15）。この計画は，高度経済成長下経済優
先＝「合理性」追求と人口集中による過密化により膨張する大都市と対比
し，人口急減により沈滞化していく過疎農山村社会に，サクランボや村民の
健康とスポーツ向上のための運動公園，メルヘンチックな別荘などを導入
し，「情緒性・文化性」と「健康性」などの対策を組み合せて，地域の活性化
を図り，この上でバランスのとれた産業振興を図ろうとするものであった。
　まず第一に，村の再生産維持のための産業振興は，農林畜産産業を基礎と
し，それに商工・観光などを育成していくものであった。1986年3月新庄村
振興計画に係るアンケート調査が行われたが，第1位の「農業を中心に」が
45．7％と最も多く，第2位「観光・レクリエーションを中心に」が17．7％，
（15）この構想は，当初岡山大学農学部目瀬守男教授を中心に行われた。
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第3位「工業を中心に」14．5％……わからない17．3％であった（16）。水稲と共
に高冷地の自然条件を生かした園芸や畜産（和牛経営）の振興が課題となっ
た。チェリーワイン原料のサクランボ団地数ヘクタールの形成，高冷地野菜
及び花卉振興の中心となる育苗センターの設置等が考えられた。また，山村
自然資源を生かした一・五次産業や観光振興が考えられている・。
　第二に，自然的景観や歴史的資源を生かした観光・レクリエーションの開
発とこれにともなう商工業の振興方向である。1984（昭和59）年から「メル
ヘンの里特別村民制度」を設け，その会員は現在岡山県内をはじめ京阪神，
東京などに約1200人余散在している。婦人会などの労力になる山菜加工場も
設置している。蒜山高原の奥地としてその自然的特性を生かした森林のキャ
ンプ場，スポーツとのふれあいゾーンや各種イベントの開催，宿場街として
の「がいせん桜通り」を核とした商店街の保全整備，メルヘン調の観光土産
菊池立所の設置，などに取り組んでいる。
　現在1987（昭和62）年6月策定された第二期の「新庄村振興計画」（17）のも
とで大都市にみられない“夢と未来のある社会の形成”　（メルヘンの里づく
り）を進め，本年5月，町木の杉の木に似せた塔のそそり立つメルヘン調の
新役場庁舎が完成する。
　村おこしを単なるイベント主義に終わらせず，農業を中心に「均衡のとれ
た産業構造の確立」をめざした着実な振興政策を，渡辺村長をはじめ職員・
住民一体となって進めており，新庄村役場の欧米風の塔のあるメルヘンチヅ
クな新しいデザインの建物が，今後のわが国の小規模山村維持のシンボルた
り得るか，期待を込あて見守って行きたいと思う。
（16）このアンケートは，その後筆者や木原孝博教授（岡山大学教育学部）が参加し策定を
　みたr新庄村振興計画』1987年6月，の前提として行われた。
（17）前掲，r新庄村振興計画』付属資料参照。
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3．大佐町の振興と学校分校の役割
　a．和牛としいたけの町
　同じく岡山県北西部の鳥取県日野郡と境を接し中国山地の南面に位置する
大佐町は，大佐山を中心とした緑と，小坂部川を中心とした清流の自然美に
恵まれた農業と林業，観光レクリエーションなどを主体とする町である。
　この町の1989（平成元）年四月一日の住民登録人口は4，502人，世帯数
1，216，先の新庄村に比べ人口も二倍以上と大きいが，過疎町村であること
に変わりはない。国調人口では，1960（昭和35）年10月1日の人口6，576人
（世帯数1，251）が，1970（昭和45）年5，034人（同1，220），1980（昭和55）
年4，566人（同1，224人）と20年間に約7割に減少してしまった。しかし，
1985（昭和60）年には4，576人，この頃から大佐町の人口は，減少率がかなり
下り，人口停滞型となっている。なお，世帯数は，過疎法（1970年）が成立
した前後からそれまでの急激な減少が鈍化し，以来，それ程の変化はみられ
ていない（18）。
　住民登録人口でみても，表7にみる通
り，最近5年間約60人程度と約2％の減少
にとどまっている。過疎化がほぼ一巡した
ことと，これには，1976（昭和51）年以降
の町勢振興計画策定と大佐山を中心とした
振興計画など，町及び町民あげての町おこ
しぺの早くからの取り組みが影響したと思
われるが，これは後にふれる。
表7　大佐町の人口
人　口 世帯数
1986（昭和61）4，5691，228
ユ987（〃62）4，567L229
1988（〃63）4，540 1，217
1989（平成元） 4，5021，217
1990（〃2）4，488 1，231
注）1．4月1日現在の住民登録
　人口．2．1990年頃1月1日現
　在の人口による．
　　　　　　　　おさかべ　大佐町は，歴史的には1889（明治22）年，市制町村制成立期に刑部村（昭
和2年町制を施行），上刑部村，円治村ができ，この三町村が1955（昭和30）
（18）大佐町r町勢要覧』及び同役場資料による。
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年に合併してできた町であった。大佐町の町名は，標高988㍍の大佐山に由
来している。大佐山の山麓には岡山県和牛試験場がありよく知られている。
この町は，江戸時代には新見藩と旗本水谷家の所領に属し，山陰と山陽とを
結ぶ要衝として，町内の大井野，君山，小坂部には宿場も設けられ，物資の
交流と人々の往来でにぎわった。
　大佐町は，農業及び林業を中心とした町だが，最：近では町の観光化を起爆
剤に商工業も漸次活性化をみせている。全世帯数1，228（昭和61年）のうち総
農家戸数774戸と約6割が農家でうち専業農家が64戸となっている。水稲の
ほかにきゅうり，レヅドキャベツ，インゲン，大豆，エンドウなどを産し，
和牛飼育の農家168戸，乳牛を飼育する農家13戸と畜産・酪農にも特化して
いる。山林を所有する家720戸，林産物では木材のほかにしいたけ生産が多
くなっている。
　b．大佐山の開発
　大佐町の町おこしは，比較的早く前の川添町長時代（1975年～）から始
まっている。大佐町の開発問題について注目すべき点は，（1）大佐山開発を中
心とした観光・スポーツと産業振興，いま一つは，（2）福祉特に教育面での特
筆すべきでき事一地域の学校（分校）を地域住民の力で守り育てている
　　があり，以下この点を中心に述べておこう。
　大佐町の積極的な町おこしは，前町長時代に岡山大学などの協力により，
町勢振興計画（19）（1976年）を作り，この提言をもとに町長や町民有志の熱意
によって町のシンボル事業としての大佐山の開発に積極的に取り組んだこと
に端を発していたと思われる。
　標高1，000㍍規模の大佐山の頂上はハンググライダーの基地として，また
（19）岡山大学大佐町地域経済研究会，r大佐町の町勢振興の方向に関する調査研究報告書』
　1976年3月，を基礎にした計画で，筆者も研究者代表としてこの調査に加わった。
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最近山麓の採草地は全国凧上げ大会の地としても全国的に（遠くハワイまで
も）知られるに至った。この大佐山の開発には，熱心な民間人の参加と共に
町長・町当局などの早・くからの陰の努力があった。春夏秋冬の美しい自然と
のふれあいを求めてハングライダーの全国競技などを核とした大佐山ファミ
リーパーク構想が着実に進展して行ったからである。レストハウス，宿泊施
設，バンガロー，キャンプ場，バーベキューハウス，バッテリーカーコー
ス，テニスコート，ゲートボール場ほか数多くのレクリエーション施設が整
備され，児童や若者にも，また老人にも楽しめる自然公園が形成されるに
至っている。
　町の観光化・レクリエーション化は，ただこれだけに終わるものではな
く，この方向とあわせて酪農の振興，しいたけ等林産物，きゅうり・レッド
キャベツ等町の自然的特性を生かした産業振興，ほ場整備事業など，農村基
盤総合整備事業の一環として町の自立的な経済的再生産を前提に行われてい
ることに大きな特徴がみられるのである。
　c．学校統合阻止と学区の住民運動
　大佐町を特徴づけるいま一つのそれは，学区住民の運動の盛り上がりによ
り1973（昭和48）年大佐中学校大井野分校統合阻止を実現した経験により全
国の教育関係者から注目されるに至ったことである。大井野地区は，先にも
述べた通り歴史的には宿場のあったところで，この部落（江戸時代の自然
村）は人口423人，103戸（1989年12月31日）から成っている。部落の住民の
紐帯は，伝統的にかなり強く，現在中学校と小学校が一つあり，ほかに小学
校の君山分校がみられる。いずれも小規模学校で，小・中学校（分校を含
む）の児童生徒数は，1989（平成元）年現在で，小学校29人，中学校30人，
小学校君山分校6人である。（表8参照）。複式授業による小規模校であるに
拘らず，学校は部落内のお寺（2寺ある）などと共に，地域住民の精神的結
合のセンターとして，また，教職員と児童生徒とのひざつき合せたふれあい
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表8　大佐町大井野地区児童生徒数の推移
大井野小 大井野中 大井野小N山分校
人 人 人
1987年 21 40 5
1988年 25 35 5
1989年 29 30 6
1990年 25 34 2
注）1990年は入学予定数である．大佐町役場
　教育委員会資料による．
と教育の充実した場として大きく
機能し地域を支えてきたのであ
る。
　この地に学校統合問題が町当局
から提起された時，父母住民らは
その存続維持に立ち上がった。そ
の時農協の職員であったW氏ら
は，PTA会長でもあり，この此
面に取り組んだ。県教組や全国の教研集会にも出席して小規模校でも十分教
育効果を上げている過疎地の学校の経験を多く学習した。折しも同年9月
27日，文部省は学校規模のみを重視しすぎ無理な統合を行わぬこと，小規模
校における教職員と児童生徒との人間的ふれあい，個別指導の徹底など教育
上の利点，学校の持つ地域的意義などをあげて，市町村当局の学校統合への
指導につき「一層の配慮をお願い」する「通達」を出したばかりの時だった
のである。
　父母・教師地域住民の一体的な運動，お寺住職等広範な地域住民の応援を
得て，地区住民の生活のセンター的機能を果たしている中学校分校の統合阻
止を最終的に実現した。酪農や林業も比較的盛んなこの地区は，その後入学
児童数も僅かながらも増加し，町当局は，この地の小学校・中学校分校を改
築し，小規模校ながら立派に地区の学校が維持され今日に至っている。な
お，これには，部落の共有林共同所有による学校財産維持の努力　　大井野
教育振興林組合の役割一も陰の力となっていることを指摘しておかねぽな
らない（20）。
　人口四千人余の大佐町が小規模町村として充分維持し活性化している秘密
（20）この運動については，渡辺政男「学校統合阻止と住民運動一大佐中学大井野分校の
　ばあい一」r教育のへき地』（きび別冊第2号）岡山県教職員組合，1970年，所収，参
　照。
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の一つに，このような各地区住民の学習と地区を守る運動の役割もあったこ
とを上げておきたいと思う。
4．久米町の振興と文化運動の役割
　a．法然と片山潜生誕の町
　　　　　　　　　　　くめなんちょう　さいごに，いま一つ，久米南町の例についてみておこう。久米南町は，岡
山県のほぼ中央に位置し，国道53号線（岡山一津山）に沿った町である。
この町の人口は，1985（昭和60）年の国調で7，005人と，全二者とはやや規模
は大きいが，1965（昭和40）年の8，680人が20年間に約2割近くも人口の減少
みられたことからも，過疎化の波はこの町を例外なく直撃したのであった。
町の高齢化率も1985年国調時で20．8％と20％を超えたのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ　げ　この町の歴史で著名なものが二つある。その一つは，町内弓削地区にある
誕生寺である。誕生寺というお寺は，1193（建久4）年建立された浄土宗の
　　　　　　　　　　ほうねん特別寺院で，その開祖法然上人（親驚上人の師匠）の生誕地として全国的に
　　　　　　　　　　　　　　は　で　き知られている。いま一つ，町内加増木には，戦前の社会主義者・労働運動家
　　　　　　　　　　　　　せんとして世界的に知られた片山潜が生まれている。この二人の人間を生みだし
た久米南町は，今日，その文化的伝統を引き継ぐかのように「川柳の里」と
して地域文化運動をもとに全国に向けていわば“情報発信”しているのであ
る。
　この町の過疎化が最近やや止まったのにはいくつかの理由がある。県中央
部に位する過疎の町の一つとはいえ，この町には，先にもみた通り，岡山市
と津山市を結ぶ国道沿いに役場があり，JR津山線弓削駅が町内中央にあ
る。また，近年開港した新岡山空港にも比較的近く，岡山県が建設を進めて
いる中部吉備高原都市にも近接した町である。周囲は山に囲まれた農業中心
の平和な町であるが，近年交通条件の有利さも手伝って，IC関連の工場も
誘致されるに至った。また，木材を生かした割り箸の工場など地域特性を生
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かした産業もいくつか立地し営業している。
　　かつて，1980年5月，この町の振興計画を策定するさい町と岡山大学の
協力で「町づくり」についての住民意識調査を行ったが，住民に「町づく
り」について今後最も留意してゆく必要があるものは何かについてたずねた
際の回答は，
　1．職場が町内に確保されること一371人
　2．人口が増え，活気のある町になること　　262人
　3．生活に楽しさ，はりあいを生み出すこと一244人
　4．生活が豊かになること一242人
　5．町民の積極的参加による町づくりが進むこと一185人
　6．　一・一一一一・
などの順番（回答は二つ以上認めた）となっていたのである（21）。町民は，「町
内に職場を確保すること」（住民の雇用権の保障），「生活め楽しさ・はりあ
い」と共に「町民の参加による町づくり」を望んでいることが分かったので
あるが，その時多くの町民が求めていた要求が，徐々にではあるが実現して
いることが心強い。
　特に注目されるのは，町民が「自ら参加した町づくり」（参加権の保障）を
多く望んでいるいることであったが，このアンケートを具体化するかのよう
に，すでに何年か以前から久米南町の町民参加によるユニークな文化的行政
が行われて来ているのであり，次にこれをみておこう。
　b．婦人と若者のゲループ活動
　この町の最近の活動の中で，特徴的なものに，ソフト面ではまず婦人と若
者の活動がある。農業がやはり基幹的な産業となっているこの町では，いく
（21）岡山県久米南町r久米南町勢振興計画』198工年9月。この計画策定には，筆者のほか
　に福田差前農学部教授，前経済学部久留陽三教授，目瀬守男農学部教授が参加した。
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つかの生産組織，町おこしの研究会等も開かれているが，その中に，農村婦
人実践大学と呼ばれる農村婦人の農業経営の勉強会があることである。ウー
マン・パワーを農業技術の向上やその他つけ物等農産加工品やお菓子の研究
にも向けさせている。近年「久米南町レクリエーション協会」と名のつく若
者の集まりができ，「まちづくりシンポジウム」「ウオークラリー大会」「屋外
大スクリーンで映画をみる会」など多様な活動を展開し始めたことも，町に
明るさを取り戻すきっかけとなった。また，「郷土が生んだ偉人・片山潜」の
記念館建設運動も片山潜顕彰会（同町下弓削976）を中心に進められている。
　C．川柳活動のメッカ
　同町を全国的に有名にしたのは，何よりも同町における「弓削川柳社」の
活動であった（22）。この町の川柳活動の前身は，敗戦後の1946（昭和21）年5
月に生まれた弓削文化協会の活動であった。そうして1947年6月に結成され
た音楽協会の中に文芸部ができ，翌1948（昭和23）年1月より川柳活動を開
始した。農村の文芸運動は，「誰にでも，いつでも，どこでも作れるもの」で
なければならないという趣旨だった。本年1月亡くなられた丸山弓削平氏
は，歯科医で地元新聞社の文芸川柳選者をしていたことにみられる通り，よ
きリーダーに恵まれたことも幸いした。このようにして，日本の町に川柳を
作ろうと川柳の普及運動をはじめたのである。
　町の中央には川柳の小径・公園ができ，ここには「俺に似よおれに似るな
と子を思ひ」「人知れず花壇の隅で咲いて散り」など，庶民の日常の哀感を素
朴に表現した優れた川柳を刻んだ句碑が漸次建てられて行った。1989（平成
元）年9月までに149基，156名分の句碑が川柳公園内に記された。町内では
毎月第1土曜日の夜中央公民館で月例句会が開かれる。また，毎年9月第1
（22）弓削川柳社の活動については，前掲，町勢振興計画及び，『川柳の小径』弓削川柳社，
　1980年による。
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日曜日西日本川柳大会を開催している。1989年すでに41回を開き，参加者も
北海道から九州まで全国に及ぶイベントとなった。町内五グループ，町外四
グループができ，機関誌も発行している。
　川柳社には，中高年齢者のほかに農村の主婦や若い層からの参加もあり，
川柳による町民の「町政参加」も実現している。川柳による社会活動の一例
では，町の広報紙「くめなん」の紙面を川柳で飾り紙面にうるおいを持たせ
ると共に，町民の町政参加意識の高揚・啓蒙運動に一定の役割を果たしてい
るともいわれるに至っている。
　句そのものの「評価」は別にして，最後に一例を上げてみると「税金であ
の橋ができ道が出来」（納税者意識），「ヘルメット母の笑顔に見送られ」（交
通安全），「愛の手をつなぐと逃げて行く非行」（青少年非行防止），「友情とし
ばし別れの選輸毒い）・「米食にして中年の肌蜘（米の消醐動
などユーモア逼れる句が多くみられるのである（23）。町民が交通事故について
自覚し町民の事故が減ったとの“評価”もあるが，この事実はともあれ，文
化活動を通じた町の活性化は，それ自身ユニークなものであろう。
むすびにかえて
　一小規模町村の特徴と地方自治一
　以上広島県総領町及び岡山県内の新庄村，大佐町，久米南町の町村事例を
もとに，今日の小規模町村が果たす地方自治の役割についてみてきた。今
日，過疎地の町村の活性化においてこれらの町村が果たしている特徴点の主
なものをみると，
　第1に，その町村の町おこし，村おこしにおいて優れたりーダーが一人な
いしは2～3人必ずいること，つまり，町おこし・村おこしにとって人材が
　　　　　もんど（23）機関誌『紋土』による。
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きわめて大切なことを示していること，この点では，先に述べた地方制度調
査会による「小規模町村のあり方についての答申」（1989年12月6日）の中で
も「アイデアと実行力のある地域リーダーを育成し，その活動を支え，活用
していくための環境づくりを進める」としているところであった。
　第2に，先のりーダーを中心とした町民各層の様々なグループ活動や地区
の住民運動・分校廃止阻止の住民運動がみられ，町政・村政（教育・福祉行
政ほか）への住民参加活動が小規模町村のメリットを生かし比較的行われや
すくなっていること，
　第3に，単に地域自給的な再生産圏としてではなく，都会に開かれたもの
として他都市や他の地域と当該町村との人的交流が進められようとしている
こと（単なる地域主義ではない），　第4に，町村をとりまく自然や歴史的伝
統・景観をフルに生かしこれを大切にしたまちづくりを進めていること，
　第5に，観光とスポーツ，レクリエーション化を図る中で，これを刺激剤
として産業の着実な振興策を図ろうとしていること（もちろん産業政策のあ
り方には，様々な濃淡がありニュアンスのあることも否定できない）。
　およそ以上のような小規模町村における活性化への努力が認められること
である。小規模町村における町おこしや村おこし，開発へのアイデア競争な
どがみられる今日の地域間競争は，その帰結と展望は未だ明確でないとして
も，それ自身大きく評価されてしかるべきであろう。現段階の過疎地市町村
の動向は，新行革審答申の背景にある「規模の経済」を前提とした「広域行
政」化の方向とは，かなり異なった示向を示しているといわざるを得ないの
である。
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